
政策評価の実施に関するガイドライン新旧対照表（下線の部分は変更箇所）

変 更 案 現 行

２ 評価の方式 ２ 評価の方式

(2) 実績評価方式 (2) 実績評価方式

① 評価対象政策について、国民に対して「いつまでに、何について ① 評価対象政策について、国民に対して「いつまでに、何について

、どのようなことを実現するのか」を分かりやすく示す、成果（ア 、どのようなことを実現するのか」を分かりやすく示す、成果（ア

ウトカム）に着目した目標（以下、「基本目標」という。）を設定 ウトカム）に着目した目標（以下、「基本目標」という。）を設定

する。なお、成果に着目した目標の設定が困難、あるいは適切でな する。なお、成果に着目した目標の設定が困難、あるいは適切でな

い場合にはアウトプットに着目した目標を設定する。 い場合にはアウトプットに着目した目標を設定する。

② 具体的な達成水準を示すことが困難な基本目標については、これ ② 具体的な達成水準を示すことが困難な基本目標については、これ

に関連した測定可能な指標を用いて、それぞれの指標ごとに達成水 に関連した測定可能な指標を用いて、それぞれの指標ごとに達成水

準を示す具体的な目標（以下「達成目標」という。）を設定する。 準を示す具体的な目標（以下「達成目標」という。）を設定する。

達成目標は、可能な限り客観的に達成度を測定できるような定量的 達成目標は、可能な限り客観的に達成度を測定できるような定量的

又は定性的な指標を用いて具体的に示す。 又は定性的な指標を用いて具体的に示す。

③ 目標の設定に当たっては、諸外国の事例の調査研究の成果や各行 ③ 目標の設定に当たっては、諸外国の事例の調査研究の成果や各行

政機関の取組を参考にしつつ、達成すべき水準を具体的に特定する 政機関の取組を参考にしつつ、達成すべき水準を具体的に特定する

とともに、目標の達成時期を明確にする。また、目標の達成度合い とともに、目標の達成時期を明確にする。また、目標の達成度合い

を判定する基準を具体的にあらかじめ明示する。 を判定する基準を具体的にあらかじめ明示する。

なお、達成しようとする水準の特定が困難な場合は、評価におい なお、達成しようとする水準の特定が困難な場合は、評価におい

て求められる必要な要素等も勘案しつつ、政策の特性等に応じたよ て求められる必要な要素等も勘案しつつ、政策の特性等に応じたよ

り適切な評価の方式を用いることを検討する。 り適切な評価の方式を用いることを検討する。

④ 成果に着目した目標は、その達成が一般に行政機関が必ずしも統 ④ 成果に着目した目標は、その達成が一般に行政機関が必ずしも統

制できない外部要因の影響を受けることを排除できず、達成の度合 制できない外部要因の影響を受けることを排除できず、達成の度合

いを全面的に行政機関に帰するとすることは適切でない場合もある いを全面的に行政機関に帰するとすることは適切でない場合もある

。このため、成果に着目した目標を設定した場合には、目標達成に 。このため、成果に着目した目標を設定した場合には、目標達成に

影響を及ぼす可能性がある外部要因についても、可能な限りあらか 影響を及ぼす可能性がある外部要因についても、可能な限りあらか

じめ明らかにする。なお、アウトプットに着目した目標についても じめ明らかにする。なお、アウトプットに着目した目標についても

同様とする。 同様とする。

⑤ 目標や指標については、指標の測定のための情報・データの入手 ⑤ 目標や指標については、指標の測定のための情報・データの入手

が過重な負担を生ずることのないように、あらかじめその入手方法 が過重な負担を生ずることのないように、あらかじめその入手方法

について検討し、対象となる政策の特性に応じて適切に設定する。 について検討し、対象となる政策の特性に応じて適切に設定する。



また、それらを用いた考え方や根拠、目標を達成する手段、費用等 また、それらを用いた考え方や根拠、目標を達成する手段、費用等

をあらかじめ明示する。これらの事前の想定等を明示するに当たっ をできる限りあらかじめ明示する。

ては、使いやすく分かりやすいものとしていくことに加えて、国民

への説明責任を徹底するため、各行政機関間の統一性及び一覧性の

確保を図ることとし、統一的な標準様式によることを基本とする。

⑥ 目標については、定期的・継続的に実績を測定し、必要に応じて ⑥ 目標については、定期的・継続的に実績を測定し、必要に応じて

、随時、関係する政策の改善・見直し又は目標自体の見直しを行う 、随時、関係する政策の改善・見直し又は目標自体の見直しを行う

。また、目標期間が終了した時点で、目標期間全体における取組や 。また、目標期間が終了した時点で、目標期間全体における取組や

目標に対する最終的な実績等を総括し、目標がどの程度達成された 目標に対する最終的な実績等を総括し、目標がどの程度達成された

かについて評価し、必要に応じて、評価対象政策や次の目標期間の かについて評価し、必要に応じて、評価対象政策や次の目標期間の

目標設定の在り方について見直しを行う。 目標設定の在り方について見直しを行う。

⑦ 目標が達成されないなど問題のある施策等については、必要に応 ⑦ 目標が達成されないなど問題のある施策等については、必要に応

じて、事業評価方式や総合評価方式を用いて、施策等を構成する個 じて、事業評価方式や総合評価方式を用いて、施策等を構成する個

々の事務事業等にまで掘り下げた分析・検証したり、政策効果の発 々の事務事業等にまで掘り下げた分析・検証したり、政策効果の発

現状況を様々な角度から掘り下げるなど、当該政策に係る問題点を 現状況を様々な角度から掘り下げるなど、当該政策に係る問題点を

把握するとともにその原因について分析・検証を行う。 把握するとともにその原因について分析・検証を行う。

⑧ 実績評価方式を用いた評価を効率的かつ柔軟に実施するため、あ ⑧ 実績評価方式を用いた評価を効率的かつ柔軟に実施するためには

らかじめ設定した目標の達成度に関して毎年度実績の測定を行い、 、あらかじめ設定した目標の達成度に関して毎年度実績の測定を行

一定期間経過後に総括的な評価を行うなど、業務量・緊急性等を勘 い、一定期間経過後に総括的な評価を行うなど、業務量・緊急性等

案しつつ対応することも考えられる。 を勘案しつつ対応することも考えられる。

⑨ 評価書の作成に当たっては、使いやすく分かりやすいものとして

いくことに加えて、国民への説明責任を徹底するため、各行政機関

間の統一性及び一覧性の確保を図ることとし、統一的な標準様式に

よることを基本とする。また、当該評価書を要旨を兼ねるものとし

て位置付け得るものとする。

⑩ 上記①から⑨の事項については、あらかじめ設定された目標の達

成度合いについて評価する内容を含む事後評価についても準用する

。


